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島田市島田市島田市島田市・・・・金谷町新市建設計画金谷町新市建設計画金谷町新市建設計画金谷町新市建設計画    変更変更変更変更    新旧対照表新旧対照表新旧対照表新旧対照表    

頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

10 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

 

(1) 人口の推移 

日本の総人口は、2008年（平成20年）の１億 2,808万人をピークにして減少に転じ、2015年（平成27年）

には１億 2,660万人に減少し、2050年には2008年に比べて約24％減の 9,708万人と予測されています。 

ところで、島田市の総人口は、平成22年の国勢調査結果を参考に推計すると、このままこれまでと同様に

推移したとすれば、合併15年後の2020年（平成32年）には、94,352人になると予測され、平成20年４月１日

の旧川根町との合併による人口を加えても９万5,000人を切る見込みです。また、年齢３区分別人口の割合は

、合併15年後の2020年（平成32年）において、年少人口（０歳～14歳）12.2％、生産年齢人口（15歳～64歳

）56.0％、高齢者人口（65歳～）31.8％と予測されます。2000年（平成12年）と比較すると、年少人口が 

3.1ポイント減、高齢者人口が 11.9ポイント増となり、少子高齢化の傾向が進んでいくと予測されます。特

に高齢化の傾向は顕著となります。主要な労働力、納税者である生産年齢人口は 8.8ポイント減少すると予

測されます。 

しかし、新市においては、新東名高速道路島田金谷インターチェンジや富士山静岡空港の開設が予定され

ており、新市の魅力や潜在力が高まることから、これらを活用したまちづくりによって定住人口の増加を図

っていくことも新市が取り組むべき重要な課題であり、施策として取り組んでいく必要があります。こうし

たことから、新市における人口については、合併15年後においても予測より約300人多い、約94,700人を目標

としてまちづくりに取り組みます。 

 

 

(1) 人口の推移 

日本の総人口は、2008年（平成20年）の１億 2,808万人をピークにして減少に転じ、2015年（平成27年）

には１億 2,660万人に減少し、2050年には2008年に比べて約24％減の 9,708万人と予測されています。 

ところで、島田市の総人口は、平成22年の国勢調査結果を参考に推計すると、このままこれまでと同様に

推移したとすれば、合併10年後の2015年（平成27年）には、97,555人になると予測され、平成20年４月１日

の旧川根町との合併による人口を加えても10万人を切る見込みです。また、年齢３区分別人口の割合は、合

併15年後の2020年（平成32年）において、年少人口(０歳～14歳)12.2％、生産年齢人口（15歳～64歳）56.0

％、高齢者人口（65歳～）31.8％と予測されます。2000年（平成12年）と比較すると、年少人口が 3.1ポイ

ント減、高齢者人口が 11.9ポイント増となり、少子高齢化の傾向が進んでいくと予測されます。特に高齢化

の傾向は顕著となります。主要な労働力、納税者である生産年齢人口は 8.8ポイント減少すると予測されま

す。 

しかし、新市においては、新東名高速道路島田金谷インターチェンジや富士山静岡空港の開設が予定され

ており、新市の魅力や潜在力が高まることから、これらを活用したまちづくりによって定住人口の増加を図

っていくことも新市が取り組むべき重要な課題であり、施策として取り組んでいく必要があります。こうし

たことから、新市における人口については、10万人を目標としてまちづくりに取り組みます。 

 

10 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

「将来人口

の予測」グ

ラフ 

  将来人口将来人口将来人口将来人口のののの予測予測予測予測    

日本日本日本日本のののの総人口総人口総人口総人口のののの推移推移推移推移    

新市新市新市新市のののの総人口総人口総人口総人口のののの推移推移推移推移    

日本日本日本日本のののの総人口総人口総人口総人口のののの推移推移推移推移    

新市新市新市新市のののの総人口総人口総人口総人口のののの推移推移推移推移    
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

11 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

「男女計年

齢３区分別

人口割合」

のグラフ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

 予測の考

え方 

総人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表しているコーホート要因法による推計値を採用し

ている。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮定値を

当てはめて将来人口を計算する方法である。 

男女計年齢３区分別人口については、2010年までは国勢調査実績値とし、2015年以降は、島田市まち・ひと

・しごと創生人口ビジョン（平成27年10月策定）の目標値と整合を図った。なお、2008年の値は、国勢調査

実績値間の構成割合の増減を参考に「島田市・川根町まちづくり計画」に掲載する数値と整合を図った。 

総人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表しているコーホート要因法による推計値を採用し

ている。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮定値を

当てはめて将来人口を計算する方法である。 

男女計年齢３区分別人口については、2010年までは国勢調査実績値とし、2015年、2020年は国立社会保障・

人口問題研究所が公表している推計値の値を採用している。なお、2008年の値は、国勢調査実績値間の構成

割合の増減を参考に「島田市・川根町まちづくり計画」に掲載する数値と整合を図るとともに、2015年の値

については「島田市総合計画後期基本計画」中に掲載した年齢３区分人口の推計と整合を図っている。 

男女計年齢男女計年齢男女計年齢男女計年齢３３３３区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合    男女計年齢男女計年齢男女計年齢男女計年齢３３３３区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合    
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

27 ５．新市の

主要施策 

(2) 基本方

針と主要施

策 

2)広域交通

基盤を活か

し、ヒトや

モノ、情報

などが活発

に連携・交

流するまち 

 

施策の柱施策の柱施策の柱施策の柱    主要事業主要事業主要事業主要事業    

全国・世界へ広がる物流・

交流拠点の形成 

交通拠点化を活かす周辺基盤整備事業 

 ・空港隣接地域賑わい空間創生事業 

 ・新東名島田金谷インターチェンジ周辺地域基盤整備事 

  業 

企業・専門教育機関・研究機関誘致や魅力発信による新市発展拠

点形成事業 

・お茶の都づくり関連事業 

通過点にしない“新”宿場町形成事業 

  

  

 

施策の柱施策の柱施策の柱施策の柱    主要事業主要事業主要事業主要事業    

全国・世界へ広がる物流・

交流拠点の形成 

交通拠点化を活かす周辺基盤整備事業 

 ・空港隣接地域振興事業 

 ・新東名島田金谷インターチェンジ周辺地域基盤整備事 

  業 

企業・専門教育機関・研究機関誘致や魅力発信による新市発展拠

点形成事業 

・お茶の都づくり関連事業 

通過点にしない“新”宿場町形成事業 

  

  

33 (2) 基本方

針と主要施

策 

5)自然と共

生し、歴史

を大切にす

るまち 

●施策の柱

と主要事業 

 

施策の柱 主要事業 

環境への負荷を低減さ

せるまちづくりの推進 

環境先進都市をめざす資源循環型社会形成事業 

 ・最終処分場整備事業 

 ・クリーンセンター改修事業  （追加） 

環境保全活動促進事業 

 

施策の柱 主要事業 

環境への負荷を低減さ

せるまちづくりの推進 

環境先進都市をめざす資源循環型社会形成事業 

 ・最終処分場整備事業 

環境保全活動促進事業 

38 ６．新市に

おける県事

業の推進 

１．静岡県

に要望する

事業 

 

分野・施策 主要事業概要 事業名・地区名・路線名等 

交通機能の強化

による地域内連

携の促進    

新市の一体化の促進を図り、円滑

な自動車交通を確保するため、基

幹となる交通網の整備を行う。 

・新たな大井川への架橋 

・島田岡部線 

・島田川根線 

・住吉金谷線 

・蔵田島田線 

・焼津森線 

・榛原金谷線 

・細江金谷線 

・国道473号 

・ＪＲ東海道線立体交差化事業（県道昇格） 

・空港アクセス道路（通称 南原ルート） 

 

分野・施策 主要事業概要 事業名・地区名・路線名等 

交通機能の強化

による地域内連

携の促進    

新市の一体化の促進を図り、円滑

な自動車交通を確保するため、基

幹となる交通網の整備を行う。 

・新たな大井川への架橋 

・島田金谷線 

・島田川根線 

・住吉金谷線 

・蔵田島田線 

・焼津森線 

・榛原金谷線 

・細江金谷線 

・国道473号 

・ＪＲ東海道線立体交差化事業（県道昇格） 

・空港アクセス道路（通称 南原ルート） 
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

41 ８．財政計

画 

(1) 前提条

件 

(1) 前提条件 

合併後のまちづくりの歩みを確実に進めるため、普通会計の歳入及び歳出の項目ごと、過去の実績や現在

の社会経済情勢を基に推計した平成17年度から平成32年度までの財政計画を作成しました。 

 

歳入においては、現行の地方財政制度改革や税制改革に留意するとともに、合併特例債など地方債を効果

的に活用すること、また、歳出においては、まちづくりのための普通建設事業費などの確保や少子高齢化の

進展に伴う経費の増加、組織や職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効率化による物件費の圧縮な 

ど、合併による歳出の削減効果を見込んで推計しています。 

平成17年度から平成28年度までは実績値（決算額）に修正し、平成29年度以降については、島田市総合計

画後期基本計画との整合を図りながら、これまでの実績や中長期的な財政見通しを踏まえて計画を策定して

います。 

なお、平成20年度以降については、旧川根町との合併後の数値としています。 

(1) 前提条件 

合併後のまちづくりの歩みを確実に進めるため、普通会計の歳入及び歳出の項目ごと、過去の実績や現在

の社会経済情勢を基に推計した平成17年度から平成32年度までの財政計画を作成しました。 

 

歳入においては、現行の地方財政制度改革や税制改革に留意するとともに、合併特例債など地方債を効果

的に活用すること、また、歳出においては、まちづくりのための普通建設事業費などの確保や少子高齢化の

進展に伴う経費の増加、組織や職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効率化による物件費の圧縮な 

ど、合併による歳出の削減効果を見込んで推計しています。 

平成17年度から平成25年度までは実績値（決算額）に修正し、平成26年度以降については、島田市総合計

画後期基本計画との整合を図りながら、これまでの実績や中長期的な財政見通しを踏まえて計画を策定して

います。 

なお、平成20年度以降については、旧川根町との合併後の数値としています。 
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

43 ８．財政計

画 

 歳入 表 

  



- 6 - 

 

頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

44 ８．財政計

画 

 歳出 表 
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